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1.  平成25年3月期の業績（平成24年4月1日～平成25年3月31日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年3月期 7,768 3.0 308 17.0 315 13.5 184 54.0
24年3月期 7,543 9.4 263 38.3 277 21.0 119 △35.3

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり
当期純利益

自己資本当期純利益
率

総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

25年3月期 20.85 ― 10.4 8.7 4.0
24年3月期 13.39 ― 6.9 8.4 3.5

（参考） 持分法投資損益 25年3月期  ―百万円 24年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年3月期 3,754 1,802 48.0 209.19
24年3月期 3,530 1,737 49.2 196.17

（参考） 自己資本   25年3月期  1,802百万円 24年3月期  1,737百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

25年3月期 173 △28 △155 424
24年3月期 △97 △52 99 435

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産配当

率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年3月期 ― 0.00 ― 8.00 8.00 70 59.8 4.1
25年3月期 ― 0.00 ― 10.00 10.00 86 48.0 4.9
26年3月期(予想) ― 0.00 ― 8.00 8.00 34.5

3. 平成26年 3月期の業績予想（平成25年 4月 1日～平成26年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 3,700 4.9 110 △24.5 110 △26.7 60 △22.8 6.96
通期 8,100 4.3 370 20.1 370 17.4 200 8.6 23.21

minagaki
企業理念入りロゴ



※  注記事項 
(1) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 有
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 有
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年3月期 9,210,960 株 24年3月期 9,210,960 株
② 期末自己株式数 25年3月期 592,862 株 24年3月期 351,791 株
③ 期中平均株式数 25年3月期 8,832,694 株 24年3月期 8,934,612 株

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続き実施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に掲載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
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当事業年度における我が国経済は、東日本大震災からの復興需要を背景に回復傾向にある一方で、欧

州の債務危機や新興国経済の減速等で不透明な状況が続いておりましたが、昨年12月の政権交代からの

円安、株価上昇と景気回復への期待感が高まってまいりました。 

情報サービス業界においては、クラウド化やビッグデータ活用等で情報化投資の重要性は高まってい

るものの、開発のオフショア等での投資費用の抑制傾向もあり厳しい競争が続きました。 

このような状況の中、当社は、業容の拡大と業績の確保を目指し、新規顧客の開拓と既存顧客へのき

め細かい提案活動による積極的な事業活動を展開した結果、当事業年度の業績は、公営競技の新規開発

への着手遅れ等がありましたが、金融系及び官公庁の入札案件が順調に推移したことにより、売上高

7,768百万円（前年同期比3.0％増）、営業利益308百万円（前年同期比17.0％増）、経常利益315百万円

（前年同期比13.5％増）、当期純利益184百万円（前年同期比54.0％増）となりました。 

  

 (次期の見通し) 

次期の見通しにつきましては、景気回復への期待は高まってはいるものの、情報化投資へは慎重姿勢

は続くことが予想されます。 

このような経営環境の下、当社は、顧客起点のＩＴサービス企業を目指し戦略領域の強化と新規ビジ

ネスの展開を図り、プロジェクト管理の徹底や品質の向上に一層努めることにより、次期の業績といた

しましては、売上高8,100百万円（前年同期比4.3％増）、営業利益370百万円（前年同期比20.1％

増）、経常利益370百万円（前年同期比17.4％増）、当期純利益200百万円（前年同期比8.6％増）を計

画しております。 

１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析
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当事業年度末の総資産は、前事業年度末に比べ224百万円増加し、3,754百万円となりました。 

また、当事業年度末の純資産は、利益剰余金の増加等により前事業年度末に比べ64百万円増加し、

1,802百万円となり、当事業年度末の自己資本比率は、48.0％となりました。 

 (キャッシュ・フローの状況) 

当事業年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前事業年度末と比較して11百万

円減少し、424百万円となりました。 

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 (営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果得られた資金は、173百万円（前年同期は使用した資金97百万円）となりました。

これは主に、税引前当期純利益 306百万円、減価償却費 44百万円、仕入債務の増加 240百万円、退

職給付引当金の増加 15百万円等による資金の増加があったことに対し、売上債権の増加 246百万

円、長期未払金の減少 7百万円、法人税等の支払 181百万円等による資金の減少があったことによる

ものであります。 

 (投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果使用した資金は、28百万円（前年同期比45.0％減）となりました。これは主に、パ

ソコン等の開発設備等の取得による支出11百万円、ソフトウェア等の無形固定資産の取得による支出

24百万円等があったことによるものであります。 

 (財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果使用した資金は、155百万円（前年同期は得られた資金99百万円）となりました。

これは主に、短期借入金の返済による支出30百万円、配当金の支払額70百万円、自己株式の取得によ

る支出54百万円があったことによるものであります。 

  

利益配分につきましては、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、

株主に対する利益還元を継続して実施していくことを基本方針としております。 

内部留保につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、今まで以上にコスト競争力

を高め、市場ニーズに応える技術・開発体制を強化し有効な投資をしてまいりたいと考えております。

当事業年度の配当につきましては、平成24年11月15日付「平成25年３月期配当予想の修正（記念配

当）に関するお知らせ」のとおり、普通配当８円に創立40周年記念配当２円を加え、期末配当として１

株あたり10円の配当を予定しております。また、平成26年3月期につきましては、上記の基本方針に基

づき８円の配当を見込んでおります。 

（２）財政状態に関する分析

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当
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投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項として以下のようなものがあります。 

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。 

①  顧客の業界リスク 

顧客の業種によりましては経済動向、業種特有の法制度の改廃、業界再編などの影響を受けて、情

報化投資の方向性が急激に変更されることがあります。この場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性

があります。 

②  情報セキュリティリスク 

情報サービス企業として様々な情報資産を保有しており、社内規程に基づきＩＳＭＳマニュアルに

沿った情報管理と教育による意識改革を行っております。しかしながら、万一漏洩等の事故が発生し

た場合、当社の社会的信用を著しく低下させ、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

当社では、社内教育による人材育成とビジネスパートナーである協力会社との連携により必要な技

術者の確保に努めております。しかしながら、労働市場の流動化と技術革新の多様化により必要な技

術者の確保ができないことがあります。この場合、事業展開が制約され計画どおりの業績を達成でき

ない可能性があります。 

システム開発においてはＰＭＯ(Project Management Office)によるプロジェクト監視強化により

品質向上に努めておりますが、新規業務分野への参入や新技術の導入及び開発管理での不具合等によ

り、当初計画の開発費用を大きく上回る不採算案件が発生した場合、業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

当社では、役員、社員が企業理念に基づき健全な事業活動を行うためコンプライアンス方針を定

め、社内教育の実施により法令及び社内規程等の遵守の強化に努めておりますが、法令等に抵触する

事態が発生した場合、社会的信用の低下や経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

当社では、大規模な自然災害や事故、感染症等の発生時においても事業を継続し、社会的責任を遂

行できるよう社内委員会において検討を重ねておりますが、大規模な自然災害が発生し、公共インフ

ラ停止や設備被害等による当社の事業活動基盤の被害によって顧客へのサービス提供に影響を及ぼす

可能性があります。 

  

（４）事業等のリスク

③  人材確保のリスク

④  不採算案件の発生リスク

⑤  コンプライアンスに係るリスク

⑥  自然災害等の発生リスク
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当社の事業内容は次のとおりであります。 

 
(注)  BIはＢusiness Intelligence の略 

  

[事業系統図] 

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

 

  

２．企業集団の状況

区分 主要な事業内容

システム 
ソリューション

システム開発

○ソフトウェア開発
○システム運用、保守 
○テクニカルサポート 
○システムコンサルティング

ＢＩビジネス
○ＢＩ導入コンサルティング
○ＢＩ開発、実装支援 
○ＢＩ教育

そ   の   他

○ソフトウェアプロダクト販売
○ハードウェア機器販売 
○ハードウェア保守管理サービス 
○ＩＴに関する教育

スタッフサービス

○技術系派遣
○事務系派遣 
○アウトソーシング 
○職業紹介
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当社は、創業以来「知識・技術・創意」という知的要素である「技」を高め、お客様には「誠意」―

どんな困難な局面においても意欲・忍耐・信念を失わない「心」―で対応する「心技の融和」を経営理

念とし社会に貢献する企業を目指して、企業経営を推進しております。 

当社は、先進的なアプリケーション開発技術と、多様な運用ノウハウを駆使し、顧客への総合的かつ

プロフェッショナルなサービスの提供に努めます。そして、常に時代を見る眼と、みずみずしい感性を

持ち、世のトレンド、環境にフレキシブルな対応ができるよう新技術の獲得には他社より一歩先んじて

取り組んでおります。 

また、透明で公正な経営を心がけ、事業力の強化、収益力の向上、財務体質の改善強化を図り、発展

すべく企業努力を重ねてまいります。 

  

当社では、顧客の視点に立った経営を基本に品質と生産性の向上により顧客満足度を高めると共に、

収益性を重視した経営の効率化を進め企業価値の向上と事業の拡大を目指しております。 

  

当社は、中期経営計画（2012年度から2014年度）として「Brights 2014 Vision」を策定しました。

初年度にあたる2012年度は、計画を達成することができ、2013年度以降も顧客起点のＩＴサービス企業

を目指し、以下に掲げた５つの柱の推進により、バランスの取れた経営を実践して新たな成長ステージ

に臨みます。 

当社の得意分野の推進とともに既存サービスの組み合わせによる新たな戦略領域の開拓、さらには

Ｍ＆Ａによる新規領域の参入及び、グローバル展開も視野に入れて強化を推進してまいります。 

顧客志向マーケティングにより顧客の抱える潜在ニーズの把握を行い、競争優位性を持った提案力

を強化して、顧客価値創造により事業拡大を推進いたします。 

プロジェクトトラブルの早期発見に向け、全社にＰＭＯを配置し、問題点の共有による迅速かつ適

確な対処を施す組織にするとともに、企業のソフトウェアプロセスの成熟度を示すＣＭＭＩ

(Capability Maturity ModelIntegration)の取得を推進し、体系化されたプロセス管理の全社構築を

目指します。 

ＩＴスキル及び業務スキルを人事制度に連動させ、社員のモチベーションの向上を図ります。ま

た、技術スキルだけでなくマネジメントスキルの習得も強化することで、顧客に信頼されるプロフェ

ッショナル人材を育成してまいります。 

上記各戦略の推進とともに予算管理プロセスを高度化し、収益率の向上とともに財務基盤の強化を

図ります。 

  

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

（２）目標とする経営指標

（３）中長期的な会社の経営戦略

①  成長エンジンの強化

②  営業の変革

③  開発プロセスの変革

④  人材育成

⑤  経営基盤の強化
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当社は、経営の効率化及び競争力の強化に向け、以下の施策が重要と考え、引き続き取り組んで参り

ます。 

当社では、個人情報を含む情報資産に対するセキュリティ対応として、ＩＳＯ２７００１活動によ

るＩＳＭＳ(情報セキュリティマネジメントシステム)の遵守及びＰＭＳ(個人情報保護マネジメント

システム)を適用しております。セキュリティルール、セキュリティモラルを全従業員及び協力会社

社員に対し教育実施することで意識向上に努めております。 

企業成長に向けては優秀な技術者の確保が不可欠であり、人材の確保は重要な課題であります。顧

客からは戦略的パートナーとしての質の高いサービスが求められており、高度情報技術スキル及びマ

ネジメントスキル習得により顧客起点のサービスを実現させる人材の育成を図ってまいります。 

収益性の改善には不採算プロジェクトの抑制が不可欠となります。プロジェクト推進では、ＰＭＯ

による監視強化により問題点の早期発見、解決に努めます。また、受発注審査の強化とともに開発リ

スクの徹底した洗い出しと整理を実施し、収益率改善に努めます。 

顧客のＩＴ投資への慎重な見極め姿勢により要員の非稼働状態の発生が危惧されます。このような

動向への対処として、当社は稼働要員計画の可視化の推進と営業情報の的確な情報伝達により、営業

と開発部門の連携強化を図り稼働率の向上に努めます。 

システム開発では、工程遅延や仕様変更等により長時間労働が発生する可能性があり、要員の健康

管理は重要なテーマです。偏った要員の長時間労働を減少させ、健康に配慮した労務管理を進めま

す。 

  

（４）会社の対処すべき課題

①  セキュリティの強化

②  プロフェッショナルの育成

③  不採算プロジェクトの抑制

④  稼働率の向上

⑤  安全衛生への取り組み

㈱クロスキャット（2307） 平成25年3月期 決算短信（非連結）

－7－



４．財務諸表 
（１）貸借対照表 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 435,278 424,122

受取手形 14,916 1,104

売掛金 1,934,541 2,194,954

仕掛品 ※3  395,399 ※3  400,964

前払費用 29,619 29,966

繰延税金資産 106,514 111,850

未収入金 7,617 3,079

その他 9,743 24,347

貸倒引当金 △1,940 △1,950

流動資産合計 2,931,689 3,188,441

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※1  178,585 ※1  183,418

減価償却累計額 △122,597 △131,265

建物（純額） 55,987 52,152

構築物 ※1  7,457 ※1  7,457

減価償却累計額 △6,397 △6,547

構築物（純額） 1,060 909

車両運搬具 8,265 8,265

減価償却累計額 △6,566 △7,285

車両運搬具（純額） 1,699 979

工具、器具及び備品 124,533 102,139

減価償却累計額 △104,504 △84,069

工具、器具及び備品（純額） 20,028 18,069

土地 ※1  43,171 ※1  32,998

有形固定資産合計 121,948 105,110

無形固定資産   

ソフトウエア 40,883 25,987

電話加入権 2,391 2,391

その他 400 400

無形固定資産合計 43,675 28,779

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  116,282 ※1  130,617

出資金 10 10

繰延税金資産 155,997 151,526

敷金及び保証金 135,204 124,360

役員に対する保険積立金 16,586 16,622

会員権 8,619 8,619

投資その他の資産合計 432,699 431,756

固定資産合計 598,323 565,645

資産合計 3,530,013 3,754,087
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 241,225 482,078

短期借入金 ※1  450,000 ※1  420,000

未払金 98,292 91,280

未払費用 99,608 101,442

未払法人税等 120,784 66,717

未払消費税等 88,188 65,233

前受金 23,615 21,236

預り金 19,700 20,432

賞与引当金 189,018 182,224

受注損失引当金 ※3  8,400 ※3  38,800

その他 10,196 10,128

流動負債合計 1,349,029 1,499,572

固定負債   

長期未払金 28,166 21,000

退職給付引当金 381,994 397,711

資産除去債務 32,948 32,948

固定負債合計 443,109 451,660

負債合計 1,792,139 1,951,233

純資産の部   

株主資本   

資本金 459,237 459,237

資本剰余金   

資本準備金 61,191 61,191

資本剰余金合計 61,191 61,191

利益剰余金   

利益準備金 56,804 63,891

その他利益剰余金 1,240,898 1,347,086

別途積立金 38,000 38,000

繰越利益剰余金 1,202,898 1,309,086

利益剰余金合計 1,297,703 1,410,978

自己株式 △82,076 △137,036

株主資本合計 1,736,055 1,794,369

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,818 8,484

評価・換算差額等合計 1,818 8,484

純資産合計 1,737,873 1,802,853

負債純資産合計 3,530,013 3,754,087
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（２）損益計算書 
(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

売上高 7,543,778 7,768,203

売上原価 ※5  6,265,185 ※5  6,498,475

売上総利益 1,278,592 1,269,728

販売費及び一般管理費 ※1, ※2  1,015,240 ※1, ※2  961,633

営業利益 263,352 308,094

営業外収益   

受取利息 126 137

受取配当金 3,536 3,149

受取手数料 1,437 1,439

助成金収入 7,725 －

保険配当金 2,890 3,143

その他 3,013 3,387

営業外収益合計 18,730 11,255

営業外費用   

支払利息 4,114 3,965

その他 226 137

営業外費用合計 4,340 4,102

経常利益 277,742 315,248

特別利益   

受取和解金 － 2,000

特別利益合計 － 2,000

特別損失   

固定資産除却損 ※3  5,933 ※3  －

投資有価証券評価損 1,258 151

減損損失 ※4  － ※4  10,173

訴訟和解金 14,823 －

特別損失合計 22,014 10,324

税引前当期純利益 255,727 306,923

法人税、住民税及び事業税 143,375 127,336

法人税等調整額 △7,244 △4,561

法人税等合計 136,130 122,775

当期純利益 119,596 184,148
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（３）株主資本等変動計算書 
(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 459,237 459,237

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 459,237 459,237

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 61,191 61,191

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 61,191 61,191

利益剰余金   

利益準備金   

当期首残高 49,622 56,804

当期変動額   

剰余金の配当 7,181 7,087

当期変動額合計 7,181 7,087

当期末残高 56,804 63,891

その他利益剰余金   

別途積立金   

当期首残高 38,000 38,000

当期末残高 38,000 38,000

繰越利益剰余金   

当期首残高 1,162,300 1,202,898

当期変動額   

剰余金の配当 △78,999 △77,960

当期純利益 119,596 184,148

当期変動額合計 40,597 106,187

当期末残高 1,202,898 1,309,086

利益剰余金合計   

当期首残高 1,249,923 1,297,703

当期変動額   

剰余金の配当 △71,817 △70,873

当期純利益 119,596 184,148

当期変動額合計 47,779 113,274

当期末残高 1,297,703 1,410,978

自己株式   

当期首残高 △63,196 △82,076

当期変動額   

自己株式の取得 △18,880 △54,960

当期変動額合計 △18,880 △54,960

当期末残高 △82,076 △137,036
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

株主資本合計   

当期首残高 1,707,155 1,736,055

当期変動額   

剰余金の配当 △71,817 △70,873

当期純利益 119,596 184,148

自己株式の取得 △18,880 △54,960

当期変動額合計 28,899 58,314

当期末残高 1,736,055 1,794,369

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 △598 1,818

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,416 6,665

当期変動額合計 2,416 6,665

当期末残高 1,818 8,484

評価・換算差額等合計   

当期首残高 △598 1,818

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,416 6,665

当期変動額合計 2,416 6,665

当期末残高 1,818 8,484

純資産合計   

当期首残高 1,706,557 1,737,873

当期変動額   

剰余金の配当 △71,817 △70,873

当期純利益 119,596 184,148

自己株式の取得 △18,880 △54,960

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,416 6,665

当期変動額合計 31,316 64,979

当期末残高 1,737,873 1,802,853
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（４）キャッシュ・フロー計算書 
（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 255,727 306,923

減価償却費 49,773 44,888

減損損失 － 10,173

貸倒引当金の増減額（△は減少） △618 10

受取利息及び受取配当金 △3,663 △3,286

支払利息 4,114 3,965

売上債権の増減額（△は増加） △472,860 △246,601

たな卸資産の増減額（△は増加） △24,947 △5,565

仕入債務の増減額（△は減少） 21,252 240,852

賞与引当金の増減額（△は減少） 10,213 △6,794

退職給付引当金の増減額（△は減少） 34,643 15,717

受注損失引当金の増減額（△は減少） 8,400 30,400

投資有価証券評価損益（△は益） 1,258 151

有形固定資産除却損 5,933 －

未収入金の増減額（△は増加） 27,118 4,537

長期未払金の増減額（△は減少） △31,913 △7,166

その他 72,167 △32,124

小計 △43,402 356,081

利息及び配当金の受取額 3,663 3,286

利息の支払額 △4,111 △3,937

法人税等の支払額 △53,729 △181,754

営業活動によるキャッシュ・フロー △97,580 173,675

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △17,723 △11,230

投資有価証券の取得による支出 △4,602 △4,125

無形固定資産の取得による支出 △27,038 △24,486

敷金及び保証金の差入による支出 △13,743 △72

敷金及び保証金の回収による収入 10,421 10,916

投資活動によるキャッシュ・フロー △52,686 △28,998

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 190,000 △30,000

自己株式の取得による支出 △18,880 △54,960

配当金の支払額 △71,817 △70,873

財務活動によるキャッシュ・フロー 99,302 △155,833

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △50,964 △11,156

現金及び現金同等物の期首残高 486,243 435,278

現金及び現金同等物の期末残高 ※  435,278 ※  424,122
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該当事項はありません。 

  

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

  

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

仕掛品 

個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

  

３．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物                ３～20年 

工具、器具及び備品  ３～６年 

(2) 無形固定資産 

市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売収益に基づく償却額と残存有効期間（３年）

に基づく均等配分額とを比較し、いずれか多い金額をもって償却し、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法、それ以外の無形固定資産については

定額法によっております。 

  

４．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員の賞与の支払に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しております。 

(3) 受注損失引当金 

請負開発契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における請負開発契約に係る損失見

込額を計上しております。 

（５）財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

(重要な会計方針)
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(4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

過去勤務債務は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10

年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生した事業年度から費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間内の一定年数（10

年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。 

  

５．収益及び費用の計上基準 

ソフトウェアの請負開発契約に係る収益の計上基準 

当事業年度までの進捗部分について成果の確実性が認められる契約については工事進行基準を、

その他の契約については検収基準を適用しております。なお、進捗率の見積もりについては、原価

比例法を用いております。 

  

６．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっておりま

す。 

  

７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

  

当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資

産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

なお、この変更による損益への影響は軽微であります。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更)
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※１  担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は、次のとおりであります。 

  

 
  

担保付債務は、次のとおりであります。 

  

 
  

２  当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行５行と当座貸越契約を締結しており

ます。この契約に基づく事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。 

  

 
  

※３  損失が見込まれる請負開発契約に係る仕掛品と受注損失引当金は、相殺せず両建てで表示しておりま

す。 

なお、損失の発生が見込まれる請負開発契約に係る仕掛品のうち、受注損失引当金に対する額は次の

とおりであります。 

  

 
  

(貸借対照表関係)

前事業年度
（平成24年３月31日）

当事業年度 
（平成25年３月31日）

建物 5,369千円 4,784千円

構築物 1,060 909

土地 43,171 30,730

投資有価証券 18,736 25,172

計 68,338 61,597

前事業年度
（平成24年３月31日）

当事業年度 
（平成25年３月31日）

短期借入金 450,000千円 390,000千円

前事業年度
（平成24年３月31日）

当事業年度 
（平成25年３月31日）

当座貸越契約の総額 1,600,000千円 1,700,000千円

借入実行残高 450,000 420,000

差引額 1,150,000 1,280,000

前事業年度
（平成24年３月31日）

当事業年度 
（平成25年３月31日）

仕掛品 5,995千円 －千円
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※１  販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度31％、当事業年度30％、一般管理費に属する費用

のおおよその割合は前事業年度69％、当事業年度70％であります。 

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

  

 
  

※２  一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。 

  

 
  

※３  固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

  

 
  

(損益計算書関係)

前事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

給料手当 342,914千円 337,635千円

役員報酬 151,545 155,385

地代家賃 88,216 82,472

支払手数料 52,835 47,873

法定福利費 66,886 69,217

賞与引当金繰入額 45,932 50,525

採用費 13,385 16,668

減価償却費 10,795 7,364

退職給付費用 13,833 12,577

前事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

30,556千円 －千円

前事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

工具、器具及び備品 2,032千円 －千円

建物 3,134千円 －千円

車両運搬具 －千円 －千円

ソフトウェア 766千円 －千円
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※４  減損損失 

当社は、以下の資産について減損損失を計上しました。 

前事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

当事業年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日） 

 
当社は、原則として、事業用資産については事業所を基準としてグルーピングを行っており、遊休

資産については個別資産ごとにグルーピングを行っております。 

当社の保有する遊休資産のうち時価が著しく下落したものについて、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失 10,173千円として特別損失に計上しております。 

なお、当該資産の回収可能価額は正味実現売却価額により測定しており、固定資産税評価額により

評価しております。 

  

※５  売上原価に含まれている受注損失引当金繰入額は次のとおりであります。 

  

 
  

場所 用途 種類

宮城県 気仙沼市 遊    休 土    地

前事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

8,400千円 38,800千円
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前事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
(注)  自己株式における普通株式の増加は、取締役会決議による自己株式の取得による増加118,000株であります。 

  

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 
  

(株主資本等変動計算書関係)

当事業年度期首 
株式数（株）

当事業年度
増加株式数（株）

当事業年度
減少株式数（株）

当事業年度末 
株式数（株）

発行済株式

  普通株式 9,210,960 － － 9,210,960

合計 9,210,960 － － 9,210,960

自己株式

  普通株式（注） 233,791 118,000 － 351,791

合計 233,791 118,000 － 351,791

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成23年６月24日 
定時株主総会

普通株式 71,817 8 平成23年３月31日 平成23年６月27日

（決議） 株式の種類
配当金の総額 
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成24年６月26日 
定時株主総会

普通株式 70,873 利益剰余金 8 平成24年３月31日 平成24年６月27日
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当事業年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
(注)  自己株式における普通株式の増加は、取締役会決議による自己株式の取得による増加241,000株および単元未満

株式の買取り71株による増加であります。 

  

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 
  

※  現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりであり

ます。 

  

 
  

当事業年度期首 
株式数（株）

当事業年度
増加株式数（株）

当事業年度
減少株式数（株）

当事業年度末 
株式数（株）

発行済株式

  普通株式 9,210,960 － － 9,210,960

合計 9,210,960 － － 9,210,960

自己株式

  普通株式（注） 351,791 241,071 － 592,862

合計 351,791 241,071 － 592,862

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成24年６月26日 
定時株主総会

普通株式 70,873 8 平成24年３月31日 平成24年６月27日

（決議） 株式の種類
配当金の総額 
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成25年６月25日 
定時株主総会

普通株式 86,180 利益剰余金 10 平成25年３月31日 平成25年６月26日

(キャッシュ・フロー計算書関係)

前事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

現金及び預金勘定 435,278千円 424,122千円

現金及び現金同等物 435,278 424,122
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１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

 
  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

 
  

該当事項はありません。 

(税効果会計関係)

前事業年度
（平成24年３月31日）

当事業年度 
（平成25年３月31日）

繰延税金資産（流動）

  賞与引当金 71,845千円 69,263千円

  受注損失引当金 3,192 14,747

  未払費用 3,837 2,628

  未払事業税 9,379 7,873

  未払法定福利費 9,844 10,068

  その他 8,413 7,268

合    計 106,514 111,850

繰延税金資産（固定）

  退職給付引当金 140,291 144,510

  長期未払金 10,031 7,484

  減損損失 13,282 5,748

  その他有価証券評価差額金 755 －

  その他 33,971 31,524

小    計 198,332 189,266

  評価性引当額 △30,592 △23,057

合    計 167,740 166,209

繰延税金負債（固定）

  資産除去債務 △11,742 △11,742

  その他有価証券評価差額金 － △2,939

合    計 △11,742 △14,682

繰延税金資産の純額 262,511 263,377

前事業年度
（平成24年３月31日）

当事業年度 
（平成25年３月31日）

法定実効税率 40.7％ 38.0％

（調整）

  交際費等永久に損金に算入されない 
  項目

4.5 3.6

  住民税均等割 0.6 0.5

  税率変更による期末繰延税金資産の 
  減額修正

9.3 －

  評価性引当額の減少 △0.3 △2.5

  その他 △1.5 0.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 53.2 40.0

(持分法損益等)
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当社は、情報サービス事業並びにこれらの付帯業務の単一事業であり、開示対象となるセグメント

がないため記載を省略しております。 

  

前事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

単一の製品・サービス区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記

載を省略しております。 

  

２．地域ごとの情報 

(1) 売上高 

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。 

(2) 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

  

 
  

当事業年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

単一の製品・サービス区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記

載を省略しております。 

  

２．地域ごとの情報 

(1) 売上高 

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。 

(2) 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。 

  

(セグメント情報等)

ａ．セグメント情報

ｂ．関連情報

顧客の名称又は氏名 売上高（千円） 関連するセグメント名

株式会社セゾン情報システムズ 1,238,208 －

富士通株式会社 867,955 －

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 862,868 －
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３．主要な顧客ごとの情報 

  

 
  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

顧客の名称又は氏名 売上高（千円） 関連するセグメント名

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 1,068,961 －

日本アイ・ビー・エム株式会社 983,845 －

富士通株式会社 921,262 －

ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
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(注) １．前事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

２．当事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報)

前事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

１株当たり純資産額 196.17円 209.19円

１株当たり当期純利益金額 13.39円 20.85円

前事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

当期純利益金額（千円） 119,596 184,148

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益金額（千円） 119,596 184,148

期中平均株式数（千株） 8,934 8,832

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式の概要

新株予約権１種類
平成17年6月29日定時株
主総会決議によるもの
（新株予約権の数78個)

―

(重要な後発事象)
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該当事項はありません。  

  

 ・退任予定取締役  

  取締役 田幡隆（顧問 就任予定）  

   取締役 野尻速雄（顧問 就任予定）  

  

平成25年6月25日  

  

該当事項はありません。  

  

  

  

５．その他

（１）役員の異動

①  代表取締役の異動

②  その他の役員の異動

③  退任予定日

（２）補足情報
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